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現行の動員区分 新たな動員区分 考え方

本部要員 ①本部要員

②区本部要員

応急活動要員 ③区業務継続要員

各部事務局員 ④応急対策要員

支援要員 ⑤業務継続要員

（上記に分類されない

市外在住各局職員）

地域要員 ⑥避難所運営要員

（上記に分類されない

市内在住各局職員）

本部要員のうち、区本部を構成する職員を「区本部
要員」としました。

区職員を「区業務継続要員」、各局職員を「応急対
策要員」としました。

災害時優先業務を担う職員を「応急対策要員」と
し、その他の業務継続を担う職員を「業務継続要
員」としました。

管理職及び隣接自治体以外の市外在住職員を「業務
継続要員」としました。

市内及び隣接自治体在住職員を「避難所運営要員」
としました。

②区本部要員/
③区業務継続要員

⑥避難所運営要員⑤業務継続要員④応急対策要員 ①本部要員

新たな動員計画に基づく動員区分のイメージ

各部の一部、
危機管理室 等

本 庁

指定応急対策業務
を担う職場

指定応急対策業務を担わない職場
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消防、教職員、病院、交通など、優先的な応急
対策を実施する要員

災害対策
本部及び
同事務局
を構成す
る要員

本庁の各職場にお
いて業務継続計画
に基づく災害時優
先業務を担う要員

各避難所において
住民や教職員と共
に避難所運営にあ
たる要員

各区において区本部
及び同事務局を構成
する要員
各区の各職場におい
て業務継続計画に基
づく災害時優先業務
を担う要員

※市内及び
隣接自治体は
管理職のみ

1.9％66.3％ 7.4％ 12.5％
11.9％

区初動
対応支
援職員

※対応すべき業務の変化や、他都市からの受援の状況等に伴い、職員の配置は柔軟に変更を行っていく

2200

2300

7300

1500

80
200

900

2600

50
60

600

500

1200

（人数は概数）

平成30年　２月　８日
総務企画局危機管理室


